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農林水産業・観光業を担う生産空間では人口減少により，公共交通の維持が著しく困難になっている．

そこで運行コストを削減し，サービス頻度向上を見込める自動運転型地域公共交通システムの導入が提案

されており，地域の生活行動の利便性の向上とともに，送迎行動の削減による自由時間の増加などの効果

が見込まれているが，世帯構成員間の相互依存性を想定したモデルはない． 

そこで本研究では，自動運転型地域公共交通システム導入後の生活交通の利便性評価手法として，交通

行動の世帯構成間での相互依存性を考慮したアクティビティベースモデルを構築する．導入前の現状の生

産空間の活動について分析し，将来の世帯構成を把握し，将来的な交通実態について把握することが出来

る手法の検証を行うモデル構築を行い，システムの有効性を検証する． 
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1. はじめに 

 

我が国の農林水産業・観光業を担う「生産空間」では

人口減少により，公共交通や物流の維持が著しく困難に

なっている地域が増えている．人口が少ない中での大規

模農業により散居型の構造となり，広域な定期バスの運

行が難しい．また地域住民は，目的地が地域中心都市に

ある場合，非免許保有者は公共交通を利用し，さらに自

宅周辺に公共交通がない場合は世帯構成員がバス停まで

送迎している．運行コストを削減し，サービス頻度向上

を見込める自動運転型地域公共交通システムの導入は，

地域の生活行動の利便性の向上とともに，送迎行動の削

減による自由時間の増加などの効果も見込まれる． 

交通行動を評価するアクティビティベースモデルの利

点は，1日を通じての個人の生活活動全般の予測を図る

ことで，交通速度改善や，通勤時間や勤務時間等の勤務

条件の変化，生活環境，交通環境の変化の個人へ及ぼす

総体的な影響の評価が可能なことにある．従来研究とし

て，個人の生活行動を評価するモデル1)は存在するが，

世帯構成員間の相互依存性を想定したモデルはないため，

送迎行動を考慮したモデルの構築が必要である． 

そこで本研究では，自動運転型地域公共交通システム

導入後の生活交通の利便性評価手法として，交通行動の

世帯構成間での相互依存性を考慮したアクティビティベ

ースモデルを構築する．自動運転型地域公共交通システ

ム導入前の現状の生産空間の活動について分析し，将来

の世帯構成を把握し，将来的な交通実態について把握す

ることが出来る手法の検証を行う．  

 

2. 評価手法 

 

(1)  モデルの全体像 

本研究で構築するモデルは，1日の世帯構成員の生活

行動を表現するものである．現在の生産空間は公共交通 
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図-1  1日における世帯構成員の行動 

 

 

 

図-2 評価フロー図 

 

が充実していないため，送迎が必要となり，学校の始業

時間や病院の診察時間に合わせて世帯構成員による送迎

が発生し，送迎者の自由時間が減少する．図-1に1日に

おける世帯構成員の行動の例を示す．学生の始業時間に

より親（送迎者）は行きと帰りで2回送迎を行っている． 

自動運転型公共交通システムが導入されることにより，

公共交通の運行頻度増加に繋がり，送迎が不要となる可

能性を評価するため，将来の世帯構成を分析し，交通実

態を評価できるモデルの構築を行う． 

図-2に評価フローを示す．マイクロ世帯データを用い

て将来世帯構成を推定し，将来の交通実態の分析を行う． 

 

(2) 将来の世帯構成 

 ある地域で将来的な交通予測を行う際には，将来の世

帯構成を推定する必要がある．図-3に将来世帯構成推定

フローを示す．マイクロシミュレーションを用いて，各

世帯の将来世帯構成がどのように変化していくかを分析

した上で，将来的に自動運転型地域公共交通システムが

導入された際に送迎行動が不要となるかを評価する． 

 

(3) 世帯構成員の相互依存性を考慮したモデル 

アクティビティベースモデルを構築する上で，生活行

動（通学、通院、私用、送迎等），時間制約（登校時刻，

営業時間等），交通手段（公共交通、送迎者等）， 

 

 

図-3 将来世帯構成推定フロー 

 

 

 

図-4 アクティビティベースモデルの入出力 

 

世帯構成員間の相互制約を考慮する． 

既存研究の個人の生活行動を評価するモデルPCATS

では，活動にかかる時間を想定した想定時間分布モデル，

活動内容選択モデル，交通機関・目的地選択モデルに分

け，活動実行時間を決定している．本研究では世帯ごと

に評価する為，世帯構成員それぞれに加え，送迎のよう

に世帯構成員間相互の時間制約が生じる行動についても

考慮する．図-4にアクティビティベースモデルの入出力

を示す．各世帯構成員は通学，出勤等各々の固定活動時

間が存在する．また，公共交通の運行時間によっても活

動時間は決められ，さらに送迎行動によって複数人に固

定活動時間が発生する．これらを考慮して構築されるア

クティビティベースモデルでは，各個人のスケジュール 

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

 

 

図-5  大樹町人口メッシュ 

 

を出力し送迎可能な人がいるか，いない場合の交通手段

を選択し，各世帯構成員の目的地，交通手段，移動時間

が出力される．これにより自動運転型公共交通システム

の導入前後でどのような変化が見られるか分析すること

が可能となる． 

 

3. 分析対象地域 

 

(1) 概要 

現在北海道では，「南十勝プロジェクト・自動運転

サービス実証実験」が行われており，北海道広尾郡大樹

町が実験地として選定されている．大樹町のメッシュ人

口分布を図-5に示す．北海道は我が国の農林水産業・観

光業を担う生産空間となっている地域が多く，中でも南

十勝に位置する大樹町は散居型の構造となっている．自

動運転型地域公共交通システム導入前の，現状の生産空

間の交通実態として，大樹町を対象として分析する．大

樹町は圏域中心都市である帯広市までは60km，バスで

約2時間かかり，都市部までの移動に時間を要する．大

樹町と帯広市を繋ぐ都市間快速バスの新設や，大樹町内

で運行する自動運転型バスの導入を目指し社会実験が行

われている． 

 

(2) 自動運転に関する調査実施状況 

a) アンケート調査 

平成29，30年に自動運転サービス実証実験と合わせ

て，対象地域にて公共交通利用属性に関するアンケート

調査が行われている．日常の生活行動、大樹町における

生活満足度，地域バスの満足度，公共交通の見直しによ

る定住意向について調査が行われている．これより免許

保有者，自動車保有者が8割程度いることや，現公共交

通に対して不満を持っている住民が多い，町内バスや郊

外部と市街地を結ぶバス等新たな公共交通導入を望む住

民が多いことがわかる． 

また，本年度は町内の公共交通利用意向及び望まれる

公共交通像に関してのアンケートと共に，世帯構成員の 

〈世帯主が65歳未満〉   〈世帯主が65歳以上〉 

  

 

 

図-6 世帯構成の推移 

 

属性の推移についてのアンケート調査が行われる予定で

ある．これより各世帯の過去から変化した現在の世帯構

成について把握を行い，大樹町内の各世帯が将来どのよ

うに変わるか分析を行う． 

 

b) AD調査 

 大樹町生活実態調査により，各世帯構成員について個

人属性や1週間における移動，目的地での各日における

活動についての調査が行われている．これより世帯タイ

プや，目的別の移動時に選択する交通手段や時間帯，移

動時の所要時間の把握を行う． 

 

4. 世帯構成の推移 

 

 図-6に大樹町の平成7年から27年の世帯構成の推移を

示す．年月が経つにつれ，生産年齢が世帯主である世帯

数は減少し，世帯主が全体的に高齢化してきている． 

 大樹町内の将来世帯分布を予測するために，アンケー

ト調査によるデータを用いる．マイクロシミュレーショ

ンを行い，10年後，20年後の世帯構成員の離家，それ

に伴う夫婦のみ世帯や単身世帯への変化，その際の公共

交通利用への需要等を把握する．これにより世帯タイプ

が変化した際に送迎活動が可能な構成員がいるか，いな

い場合は行動が制限されるか，この問題が自動運転によ

って解決されるのか等の評価分析が可能となる． 

 

5. 交通実態 

 

自動運転型地域公共交通システム導入前の現状の生産

空間の交通実態を把握するため，AD調査のデータ分析

を行い，大樹町の交通実態を把握する．行動目的を通学，

通院，送迎，私用の4つに分け，目的地，移動手段，移

動時間帯，所要時間について分析を行う． 
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図-7 目的地 

 

 

 

図-8 移動手段 

 

(1) 目的地 

 図-7に活動目的別の目的地について示す．基本的には

大樹町内での移動が多く，通学に関しては9割を超えて

おり，大樹町に住む高校生は町内に1つしかない高校で

ある大樹高等学校に通学することが多い．しかし，通院

に関しては帯広市まで移動している人が多く見られる．

これは大樹町内に総合病院がないため，都心部である帯

広市まで向かっていると考えられる． 

 

〈通学出発〉       〈通学到着〉 

 

〈通院出発〉       〈通院到着〉 

 

〈送迎出発〉       〈送迎到着〉 

 

〈私用出発〉       〈私用到着〉 

 

 

図-9 活動目的別出発・到着時刻 

 

 (2) 移動手段 

図-8に活動目的別の移動手段について，性別，年齢別

に示す．通学は男女共に3割以上は送迎されており，大

樹町内唯一の高校である大樹高等学校まで距離があり送

迎されていることがわかる． 

通院，私用については女性が送迎されるパターンが多

いが，高齢者で運転している人も多く存在している．特

に男性は高齢者でも8割以上が通院，私用共に自分で運

転しており，免許を返納せず自分で運転せざるを得ない

状況であることが分かる． 

 

(3) 移動時間帯 

図-9に活動目的別の移動時間帯を示す．どの活動も7

時から9時台の移動が多く，午後行動している人はあま

り見られない．登校時間や診察時間に合わせて行動して

いるためだと考えられるが，私用に関しても，店舗の開

店時間に合わせて午前中に移動する人が多い．  
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図-10 所要時間 

 

(4) 所要時間 

図-10に活動目的別の移動時の所要時間について示す．

通学は30分以内の割合が8割を超えており比較的短いが，

通院は移動に時間がかかり，1時間以上の人が3割以上

いる．送迎は20分以内の割合が8割を超えており，図-10

からも分かるように大樹町内での送迎が多い． 

 

6.  自動運転型地域公共交通システムの評価 

 

 アクテビティベースモデルやマイクロシミュレーショ

ン用いて，将来世帯分布を予測した上で将来の交通実態

を分析する．将来世帯分布については，大樹町内で行わ

れる公共交通利用意向及び望まれる公共交通像に関して

のアンケート，世帯構成員の属性についてのアンケート

調査より，今後町内世帯タイプ別人口分布がどのように

変化していくか分析する予定である． 

アクティビティベースモデルにより将来的な交通実態

を分析することで，自動運転型地域公共交通システム導

入により，送迎時間の減少による自由時間の増加の効果

が得られるか評価することが可能となる． 

 

7. まとめ 

 本研究では自動運転型地域公共交通システム導入後の

生活交通の利便性の評価手法の開発と，自動運転型地域

公共交通導入システム前の現状の生産空間の活動につい

て分析を行い，現段階の交通実態を把握した． 

 公共交通が充実していない地域においては，送迎が必

要な人が存在し，免許保有者は車での移動が主となって

いる状況に対し，アクテビティベースモデルによる評価

手法を適用することで，自動運転型地域公共交通システ

ムの有効性を提示できるものと考えられる． 
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